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第１章緒言研究の目的，背景と意義
本研究は，日本における持続可能なコミュニティのあり方を社会経済学的に分析することを目的と
するものであり，高度経済成長以降の日本の環境問題とその対応の推移を背景として，内発的発展に
よる持続可能なコミュニティづくりにとって，道具的・操作的自然観優位の現状から象徴的自然観を
取り戻すことが必要であることを明らかにし，持続可能なコミュニティづくりとしての内発的発展の
姿，条件，成立過程を環境教育。環境学習の果たす役割に注目しながら解明しようとするものである。
本研究における持続可能なコミュニティの概念枠組みは次のようなものである。
①コミュニティの成員が自然を基礎にした共同性を有し，②人と自然との関わりの多様性の中にコ
ミュニティのアイデンティティを見い出し，③コミュニティの成員の自然の内面化が促進，尊重され，
④外的自然を可能な限り元の姿でコミュニティ内に保持し，⑤自然の力を引き出すことで経済と生命
の再生産をめざし，⑥交換価値の増大ではなく固有価値の増大を目指し，⑦そしてなにより，将来世
代の存続可能性の増大を基本テーゼとするコミュニティ
第２章コミュニティの衰退と環境問題の発生
一外的自然の破壊と内面化された自然の破壊一
コミュニティの衰退と環境問題の発生の原因は同根であり，また密接に連関している。分業と交換
という生産形態がもたらした直接的な公害問題の発生及びコミュニティの破壊という事態は人の自然
観を道具的。操作的なものに変え，内的自然の破壊を起こし，環境問題は包括的，普遍的なものとなっ
た。それは国土利用と密接な関係があった。
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四全総 一公共事業に起因する環境問題一雲内的自然の破壊
戦後，人口は大都市圏に集中し，人の場所に対する関心は薄れていった。地域経済はプラザ合意以
降の円高局面とそれに続くバブル経済崩壊を通じて衰退の道をたどり，地方の道県は公共事業依存体
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質を強めている。日本のローカルコミュニティは過疎による集落の維持困難におちいり，自然の切り
売り志向が生まれ，内的自然の破壊が進行している。自然海岸の改変と建設業従事者数の推移が軌を
－にしているのがその傍証である。
地域の固有価値，自然の意味を共有する共同体を中心とした内発的でありかつ持続可能な発展が求
められる。
第３章生活世界の環境教育・環境学習の提唱
一環境教育。環境学習の系譜と課題を通じて－
環境教育はUNESCO・ＵＮＥＰの取り組みを中心に世界に広がってきた。1972年の国連人間環境会
議から1992年の地球サミットをへて1997年のテサロニキ会議の間，その概念は「環境に関する教育」
から「持続可能'性のための教育」へと変化してきた。それは，改良的環境教育から批判的環境教育へ
の変化である。
日本の環境教育。環境学習の取り組みは1960年代の公害教育からはじまっている。しかし，環境冬
の時代とともに環境教育。環境学習も冬の時代をむかえ，1986年の環境庁環境教育懇談会から1993年
の環境基本法をへてやっと公的に認知された。1999年の環境基本計画の見直し作業では「持続可能性
のための教育」の概念が大幅に取り入れられた。
環境教育。環境学習が持続可能性のための教育として機能するためには，科学。技術的ブレークス
ルーを支える合理化世界の環境教育よりも象徴的自然観の回復をめざす生活世界の環境教育゜環境学
習を中心に取り組むべきである。
第４章持続可能なコミュニティの新たなモデル
ーその条件と環境教育。環境学習の役割一
コミュニティの衰退と環境問題の発生という事態を招いている社会経済構造をモデル化し，そのメ
カニズムを明らかにしたうえで，その事態を乗り越えていく条件を検討した。モデルのモチーフは，
現代人の自然観の分裂，すなわち道具的。操作的な自然観と象徴的自然観との分裂に着目し，前者の
ような自然認識に基づく世界を合理化世界，後者のような自然認識に基づく世界を生活世界とし，前
者による後者の合理化にともなう内的植民地化が環境問題を招いているというものである（図１)。
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意味が付与されたシンボル的な自然観が合理化され，自然を客体化する自然観との分裂が生じ，さ
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らに合理化世界による道具的な自然利用によって，生活世界のエコシンポル形成機能が不全におちい
ることにより，共通の解釈範型が失われ，人と自然との持続可能な関係が失われてきたのである。し
たがって，コミュニティの持続可能性を確保していくには，①意味の生成プロセスの維持と豊穣化，
②合理化世界の侵食を押し止め，逆に合理化世界に価値観の転換を迫るための生活世界からの異議申
立て，③生活世界と合理化世界とのコンフリクトの発生，④生活世界と合理化世界との調整，⑤合理
化世界の変容，といった過程が必要となるはずである。つまり，人と自然との持続可能な関係を確保
するには生活世界と合理化世界との持続可能な関係を図らなければならないということである。
このモデルを基に人と自然との持続可能な関係を確保するための環境教育。環境学習の役割につい
て三つの問題領域と二つの視点から整理した。三つの問題領域とは，生活世界を主体にしたものが二
つ，①生活世界の回復，②合理化世界への批判，合理化世界を主体にしたものが一つ，③自然利用の
理性化，である。二つの視点とはコミュニケーションと労働である。そして，こういった環境教育。
環境学習を通じて自然の意味を生成し，それを共有する集団が場所的に展開して成立した共同圏が持
続可能なコミュニティである。
第５章生態象徴の意味とその学習効果
一環境保全団体の調査を通して－
し
環境教育。環境学習を通じてコミュニティにおける自然の意味を生成。蓄積し，普及していく役割
を担っていくことを期待される主体は環境ＮＰＯと総称される団体である。
環境カウンセラーを対薑象とした調査によると，環境ＮＰＯの活動シンボル（活動の意味が象徴化さ
れたもの）は生物，自然物，生活。文化及び観念の４類型があった。
特定の動植物を地域に復活させようとするタイプの活動はそのシンボルに込められた意味は多様性
に欠け，ある意味で貧弱である。山や川などの自然物とそれに付随する生態系を保全しようとする活
動も類似の傾向である。この理由は，このタイプの活動が，いったん切れてしまったあるいは極めて
希薄となった人と自然との関係をつなぎ戻そうとする活動であることから，動植物や山や川といった，
関係をつなぐ対象に象徴性を見出すためであると考えられる。
人と自然とのかかわりを基調とした生活や文化をシンボルとする活動は意味が多様で極めて豊かで
ある。この理由は，このタイプの活動が，人と自然とのかかわりが伝統的にまだ残っている状況でそ
れを再認識したり新たな視点からとらえなおそうとする活動であるためであると考えられる。また，
この活動はエコロジー的な理性のまなざしがあるという点でも特徴的である。この点で，生活。文化
シンボルを持つ団体が生態象徴とはいえない観念象徴を持つ環境保全活動や生物，自然シンボルを持
つ団体との橋渡し役を担っていくことが期待されるのである。
第６章内発的発展と環境教育。環境学習
一宮崎県綾町と新潟県高柳町のケーススタディー
労働の視点を中心とした内発的発展は自然の多様性を基調にしたオルタナティブな生産様式による
経済的基盤形成を図ろのに対し，コミュニケーションの視点を中心とした内発的発展はエコツーリズ
ム（グリーンツーリズム）による経済的基盤形成を図るケースが多くなると考えられる。綾町は「労
働の視点」が中心となった事例として，高柳町は「コミュニケーションの視点」が中心となった事例
としてとりあげた。
綾町は国有林の伐採計画に対して「照葉樹林文化」という綾町のこころの保全を訴え，自治公民館
の学習活動を通じて住民の合意を形成したうえで計画への反対運動を起こし，それを契機に自然生態
系農業への取り組み，手仕事の復活などの内発的発展がはじまった。これは第４章で検討した，人と
自然との持続可能な関係を形成するための段階の要素を多く含んでいる。一方，高柳町の事例は高柳
町というコミュニティの存続に危機感を覚えた住民と行政が「ふるさと開発協議会」という場で濃密
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で膨大な協議を行い，町のビジョンをかたちづくり，実行していった。これを「高柳プロセス」と名
づけ，内発的発展の中範囲における一般化モデルとして提出した。それは要旨次のようなものである。
①危機感の共有，②ソフトのインフラ整備，④認知フレームワークの形成，⑤自然の意味を共有する
共同圏の形成，⑥集合行為の実践，⑦都市域との交流
第７章「環境学習コミュニティ」の条件と実現可能性
第４章で検討したように持続可能なコミュニティとは，自然の意味を共有することによって成立す
る公共圏である。そして，自然の意味を共有しそれを維持゜再生産していくためにはコミュニティの
なかに環境教育。環境学習を持続的に行い，蓄積されたスキルを伝えていくシステムが備わっていな
ければならない。この要件を満たし，システムを備えたコミュニティのことを「環境学習コミュニティ」
とよぶことにする。環境学習コミュニティは環境学習支援インフラストラクチュアと環境学習支援シ
ステムを備え，生活世界の環境教育。環境学習をすすめていくことが必要であるが，日本の市町村に
おいてはそれらの整備状況及び生活世界の環境教育。環境学習への取り組みは人口規模によって大き
な差がある。
中核市レベル以上の規模の市では（学習支援インフラストラクチュア，環境学習支援システムとい
う）構造。機能先行の環境教育。環境学習がすすめられつつあり，規模の小さい市町村の一部では
(コミュニティの崩壊，アイデンティティの危機回避という）意味先行の環境教育。環境学習がすす
められているといえよう。
しかし，環境教育。環境学習とコミュニティづくりを一体として考えている市町村はまだ点として
散在しているに過ぎない。今後，環境教育。環境学習をてこにした持続可能なコミュニティづくりが
広く面的にすすめられていくためには，規模の小さい市町村で先進的に取り組まれている意味先行の
環境教育。環境学習の事例を規模の比較的大きな市がそれを再生産すべ〈学習支援インフラ゜支援シ
ステムづくりを再編しつつ整備をすすめ，そこを中心として規模の小さい市町村を巻き込んだネット
ワークを形成していくというシナリオが考えられるだろう。
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Abstract
ThisstudyclarifiestheprocessthatthecommunitiesofJapanbecome’isustamablecommunities''bythe
socio-economicanalysisAcommlmityhastodevelopendogenouslysothatitcanbesustainable,though
theendogenousdevelopmemdoesnotnecessarilymeanthatacommunitybecomesasustainableｃｏｍｍｕ‐
nity・Therefbre，ｔｈｅｃｏｒｅｏｆｔｈｉｓｓｍｄｙｉｓｔｏｒｅｃｏｎｓｔｉｍｔｅｔheconceptofendogenousdevelopmentasthe
sustamabledevelopmentofａｃｏｍｍｎｎｉｔｙａｎｄｔｏｓｈｏｗｔｈｅｃｏｎｔｅｍｓ，theconditionsandtheestablishing
processesofthenewlydefinedendogenousdevelopment．Ｆourthemorethissmdypaysattentioｎｔｏｔｈｅ
ｍｅａｎｉｎｇｏｆｔｈｅｎａｔｕｒｅＴｈｅｍｅｍbersofasustainablecommunityshouldsharethemeamngandthatwill
beaccomplishedmainlybeenvironmentaleducationandenvironmentalleamingIcallthecommJmity
iitheenvironmentalleammgcommunity(ELC)'１，whichcominuouslycamesoutenvironmentaleducation
andenvironmentalleamingmordertomaintainandrCproducethemeaningsoflhenature・ELChasen-
vimnmentallearningsupportmhastructures（ELSI）andenvironmentalleamingsupportSystems囮LSS）
EnvironmentalgroupsarepartofELSIandareexpectedtoreproduceandspreadthemeaningofthena‐
turelhroughtheiractivities､Thusldiscussaboutsustamablecommunitieswiththekeywordssuchasthe
endogenousdeveloplnem，environmentaleducationandenvironmemalleannng，themeanmgofthenature，
envlronmentalgroups，theenvironmentalleamingcommunity．
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学位論文審査結果の要旨
新は，石川県庁職員として自治体の環境政策にかかわる中，自治体の環境教育，環境学習のあるべ
き姿に関心を持って研究を行ってきた。本論文では，「自然の意味」の豊富化に着目し自治体の環境
教育，環境学習を「環境学習コミュニティ」というオリジナルな地域社会像において提唱する。実践
的，政策的研究を展開している。
その際，今日の環境論がもつ要素的，脱場所的論調を批判し，環境問題を「自然の意味」「象徴的
自然観」と関連づけて理解することを主張している。生活世界や意味の世界からとらえるなら，環境
問題とは，「合理化世界による生活世界の内的植民地化」の結果自然の意味や象徴性とそれにもとづ
く固有の自然や文化が破壊されたものである。この側面をふまえた環境教育，環境学習は，固有,性，
場所’性を尊重し「自然の意味を豊饒化」しうるものでなくてはならないというのである。
また，新は，地域社会の発展方向を「内発性」と「持続可能性」の二面からとらえ，地域経済の条
件を活かしながら自然の制約条件を受け入れていく生成的なコミュニティを目指そうとしている。そ
れを最終的には「環境学習コミュニティ」と名づけ，その生成をうながす過程全体を環境教育，環境
学習としてとらえようとしている。
新が提唱する「環境学習コミュニティ」は，内的植民地化への対抗文化の形成，内発的経済の基盤
づくり，自然の多様性に依拠した新たな文化の形成などをもたらすものである。「地域の自然の意味
の体系を持続的に伝承していく内発的な経済基盤」をうみだすものであり，地域経済の立て直しを自
然と社会の関係の立て直しと結びつけて理解しすることができなくてはならない。それは地域経済の
転換を意味しているが，地域経済と自然を結ぶ媒介が「自然の意味」の共有であり，共有の条件とな
る労働の経験やコミュニケーションの過程が環境教育，環境学習であると整理している。
その際，コミュニティに「自然の意味」の再発見や再定義をもたらす能動的な主体として環境
NPOや地域おこし集団に着目し，アンケートとケーススタディによってこれらが象徴の形成や自然
の意味と自然観の共有などの家庭に果たす役割を分析し，環境教育，環境学習としての地域づくりを
公共圏の形成として検討している。
そして自治体の環境教育，環境学習にかかわる政策は，こうした公共圏形成活動を支援し地域社会
全体が「環境学習コミュニティ」として展開するよう働きかけるものとならなければならないと結論
づけている。
検討会などをとおして論文の評価を行った。新のこうした主張は，「環境学習コミュニティ」とい
うオリジナルな提案を導いていること，環境社会学，地域経済学（環境経済学)，環境教育学と複数
領域にまたがる検討を行っていること，実践的関心につらぬかれ政策提起を試みていることについて
評価を得た。審査委員会は，社会環境科学研究科の主旨にふさわしい論文であり，博士（社会環境科
学）の学位をみとめるとの結論に達した。
なお，タイトルについては『環境学習コミュニティ試論』とし，オリジナリティを主張するほうが
望ましかったという意見が多数あった。
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